（別紙２）
別紙１－１（間接補助事業者が記入）
小売店等開業支援事業、買い物不便対策支援事業　事業計画書

＜作成日＞　　年　　月　　日
	計画の種類

（いずれかに◯）
	開店・事業承継・設備投資・特定創業支援等事業の受講等
・特定創業支援等事業の受講等の後の設備投資等　

	特別枠の場合、今回の
申請前の一般枠の
活用の有無
	有　・　無

	一般枠の活用実績があり、今回特別枠の申請をする場合、一般枠の交付決定日及び交付決定額
	

	店舗名称
	

	事業者氏名
（法人の場合は企業名及び代表者氏名）
	

	店舗所在地
	

	連絡先住所

（電話番号）
	（　　　　）　　－　　　　　　

	法人の沿革又は
経営者の経歴

（職務経験・資格等）
	

	資本金額

（元入金額）
	円
	従事者数
	人

	概

要
	取扱商品
・サービス
	

	
	予想売上高

（単月）
	円
	（店舗位置図）

	
	予想客数

（単月）
	
	

	店舗（売場）

面　積
	㎡
	

	契約家賃月額
	税込み　　　　円
税抜き　　　　円
	

	開店（事業承継）

予定日又は開店日
	　　年　　月　　日
	

	備考
	
	


※１　所管する商工会議所、商工会及び中小企業団体中央会が作成した別紙２を添付すること。
※２　特別枠の申請をする者で、特定創業支援等事業の証明書が発行されていない場合、又は今後特定創業支援等事業を受ける場合は別紙３を添付すること。
事業計画書

1． 全体構想

	事業実施の経緯

	
	（例）開店を計画するに至った経緯、設備投資の理由、特定創業支援等事業の受講等の理由、これまでの経験、店舗場所選定の理由など

	事業の概要

	
	（例）販売方法、サービスの提供方法、ターゲットとする客層など

	事業の将来目標

	
	（例）店舗経営における将来目標など


２．具体的な事業内容

	店舗運営計画

	
	（例）開店日（定休日）、営業時間、年間営業日数など

	販売計画

	
	（例）販売品目、単価、顧客など

	仕入計画

	
	（例）仕入品目、仕入先など

	設備計画

	
	（例）店舗改修、機械・什器導入等の内容、方法など


事業計画書
	要員計画

	
	（例）従業員の雇用形態、人数など


	地域活動・まちづくり等への参加計画

	
	（例）商店街組織への加盟、地域行事の参加についての予定、考えなど

	店舗内のレイアウト

	


３．資金計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円
	必要な資金
	資金調達

	１．設備資金

①店舗

　　保証金

　　内外装工事費

②機械装置・備品

　　機械装置

　　器具備品

２．運転資金
　　開業費

　　開業時仕入代金
	
	１．補助金

２．借入金

　　銀行

　　政策公庫

　　その他

3． 自己資金

４．その他
	

	計
	
	計
	


事業計画書

　　　　　　　　　　　　　　

４．収支計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※年額を記入、単位：千円
	
	交付決定

１年目
	説明
	２年目
	説明
	３年目
	説明
	４年目
	説明
	５年目
	説明

	売上高(①)
	
	単価,客数,営業日数(飲食店の場合は席数,回転数)


	
	
	
	
	
	
	
	

	売上原価(②)
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％

	売上総利益(③＝①－②)
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％

	販売管理費(④)
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％

	
	人件費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	家賃
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	減価償却費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	水道光熱費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	広告宣伝費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	営業利益(⑤＝③－④)
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％

	営業外収入(⑥)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	営業外費用(⑦)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	経常利益(⑧＝⑤＋⑥－⑦)
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％

	特別損益(⑨)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	税引前当期利益(⑩＝⑧＋⑨)
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％

	法人税等(⑪)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	当期利益(⑫＝⑩－⑪)
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％

	減価償却費等(⑬)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	返済可能額(⑭＝⑫＋⑬)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	借入金返済額(⑮)
※借入金がある場合のみ記入
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※説明欄の「％」は売上高に対する割合を記入すること。

（別紙３）
別紙１－２（間接補助事業者が記入）

移動販売・宅配支援事業　事業計画書

＜作成日＞　　年　　月　　日

	計画の種類

（いずれかに◯）
	車両購入　・　運営経費　・　設備投資

	店舗名称
	

	事業者氏名

（法人の場合は企業名及び代表者氏名）
	

	所在地
	

	連絡先住所

（電話番号）
	（　　　　）　　－　　　　　　

	法人の沿革又は
経営者の経歴

（職務経験・資格等）
	

	資本金額

（元入金額）
	円
	従事者数
	人

	移動販売又は宅配事業の計画
	取扱商品
	[品目毎に詳細に記入すること]



	
	予想売上高

（単月）
	　　　　　　　　　　　　　円
	予想客数

（単月）
	

	
	事業開始(予定)日
	　　　　年　　月　　日

	
	移動販売又は
宅配実施地域の
概要
	[地域名、地域の概要（人口、世帯数）など]



	備考
	


※１　所管する商工会議所、商工会及び中小企業団体中央会が作成した別紙２を添付すること。

1． 事業内容

	事業を始める動機

	
	（例）事業開始・設備投資に至った経緯、これまでの経験、事業実施地域選定の理由、移動販売を既に行っている場合はこれまでの事業の状況

	事業計画書

	事業実施計画

	
	（例）事業実施日（定休日）、実施時間、年間実施日数など

	販売計画
	

	
	（例）販売品目、単価、顧客など

	仕入計画
	

	
	（例）仕入品目、仕入先など

	設備計画

	
	（例）車両設備等の導入についての内容

	要員計画

	
	（例）従業員の雇用形態、人数など


	地域活動・まちづくり等への参加計画

	
	（例）地域行事の参加についての予定、考えなど


２．資金計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円
	必要な資金
	資金調達

	１．設備資金

①店舗

　　保証金

　　内外装工事費

②機械装置・備品

　　機械装置

　　器具備品

２．運転資金

　　開業費

　　開業時仕入代金
	
	１．補助金

２．借入金

　　銀行

　　政策公庫

　　その他

4． 自己資金

４．その他
	

	計
	
	計
	


事業計画書

　　　　　　　　　　　　　　

３．収支計画（移動販売又は宅配事業のみの収支を記載）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※年額を記入、単位：千円
	
	交付決定

１年目
	説明
	２年目
	説明
	３年目
	説明
	４年目
	説明
	５年目
	説明

	売上高(①)
	
	単価,客数,営業日数(飲食店の場合は席数,回転)


	
	
	
	
	
	
	
	

	売上原価(②)
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％

	売上総利益(③＝①－②)
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％

	販売管理費(④)
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％

	
	人件費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	減価償却費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	燃料費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	営業利益(⑤＝③－④)
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％

	営業外収入(⑥)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	営業外費用(⑦)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	経常利益(⑧＝⑤＋⑥－⑦)
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％

	特別損益(⑨)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	税引前当期利益(⑩＝⑧＋⑨)
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％

	法人税等(⑪)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	当期利益(⑫＝⑩－⑪)
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％

	減価償却費等(⑬)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	返済可能額(⑭＝⑫＋⑬)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	借入金返済額(⑮)
※借入金がある場合のみ記入
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※説明欄の「％」は売上高に対する割合を記入すること。
（別紙４）
別紙１－３（間接補助事業者が記入）

商業環境整備事業　事業計画書

	商店街

（商業集積）等の名称
	

	当該地域の

概要
	〔人口、世帯数、店舗数、空店舗数（率）及びそれらの推移等、商圏としての参考となりうる事柄、データについて記入〕



	商店街組織の

名称･代表者名
	
	構成員

（組合員）数
	

	商店街等の
状況
	業種別店舗数
	
	（　年　月現在）

	
	
	食品
	
	

	
	
	日用品・衣料品・文化品
	
	

	
	
	生活関連サービス
	
	

	
	
	飲食店
	
	

	
	
	その他
	
	

	
	商店街等活動の実施状況（販

促、イベント、地域活性化の

取組状況など）とその効果
	

	
	現状における問題点
	

	補助事業実施

予定者及び

その概要
	〔事業計画、収支計画、資金計画等を記載した計画書を添付すること〕

	成果指標


	〔歩行者通行量、空店舗率など、その測定方法〕

	備考
	


（別紙５）
別紙２－１（商工会議所、商工会又は中小企業団体中央会が記入）

所管商工会議所等の担当経営指導員の意見
（小売店等開業支援事業（一般枠）、買い物不便対策事業、移動販売・宅配支援事業、
商業環境整備事業、地域流通拠点整備事業）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団　体　名　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当経営指導員名　　　　　　　　　　　印

	店舗名称

	

	事業内容に関する意見

	

	資金計画及び収支計画に関する意見

	

	今後の支援内容

	

	（別紙５）
別紙２－２（商工会議所又は商工会が記入）

所管商工会議所等の担当経営指導員の意見
（小売店等開業支援事業（特別枠））

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団　体　名　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当経営指導員名　　　　　　　　　　　印




	１　事業計画について（チェック欄にチェック）
	チェック欄

	（１）事業内容の実現可能性は十分にあるか
	□

	①マーケットの設定は適切か
	□

	②ターゲットの設定は適切か
	□

	③事業の差別化は図られているか
	□

	（２）事業内容に関する意見


	２　資金計画及び収支計画について
	チェック欄

	（１）資金計画及び収支計画に妥当性があるか
	□

	①売上の計上は適切か（価格設定、顧客数等）
	□

	②経費の計上は適切か
	□

	③税負担が適切に算入されているか
	□

	（２）資金計画及び収支計画に関する意見

	

	（３）今後の支援内容

	



